
○奈良県警察職員の勤務に関する訓令

（平成４年７月31日本部訓令第23号）

［沿革］ 平成４年９月本部訓令第25号、５年３月第６号、６年３月第５号、第８号、７年２月第４

号、４月第12号、12月第32号、９年８月第12号、10年３月第７号、11月第17号、12月第21

号、11年９月第18号、12年12月第25号、13年３月第３号、５月第８号、19年５月第16号、

20年３月第20号、21年11月第10号、22年３月第10号、23年２月第３号、４月第10号、28年

２月第４号、29年３月第６号、30年３月第３号、31年３月第10号、第11号、令和元年９月

第23号、２年３月第４号、３年３月第９号、４年３月第６号、５年３月第６号改正

（趣旨）

第１条 この訓令は、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年３月奈良県条例

第29号。以下「勤務時間条例」という。）、奈良県の休日を定める条例（平成元年３

月奈良県条例第32号。以下「休日条例」という。）及び職員の勤務時間、休暇等に関

する規則（平成７年３月奈良県人事委員会規則第16号。以下「勤務時間規則」という。

）の規定に基づき、奈良県警察職員（以下「職員」という。）の勤務時間、休日及び

休暇並びに勤務管理について必要な事項を定めるものとする。

（勤務制、勤務時間及び週休日）

第２条 職員（会計年度任用職員を除く。以下同じ。）の勤務制は、毎日勤務及び交替

制勤務とする。

２ 職員の勤務時間の割振り及び週休日は、別表のとおりとする。

３ 所属長（奈良県警察処務規程（昭和41年12月奈良県警察本部訓令第18号）第２条第

４号に規定する者をいう。以下同じ。）は、公務のため必要があるときは、別に定め

る勤務制変更手続を行った上で、毎日勤務を行う職員に交替制勤務を、交替制勤務を

行う職員に毎日勤務を命ずることができる。

４ 所属長は、公務のため必要があるときは、第２項に規定する勤務時間の割振り及び

第４条に規定する休憩時間を変更することができる。

（勤務計画）

第３条 所属長は、職員の翌月分の勤務時間及び週休日の割振りを別に定める基準に基

づき、別に定めのあるものを除き、月間の勤務計画を毎月25日までに指定し、職員に

通知しなければならない。

（休憩時間）

第４条 職員の休憩時間は、１日の勤務時間が次の各号に掲げる場合においては、それ

ぞれ当該各号に定める時間とする。



６時間を超える場合 １時間

７時間45分を超える場合 １時間以上で所属長が定める時間

（休日）

第５条 職員は、休日条例第１条第１項第２号及び第３号に掲げる休日（以下「休日」

という。）においては、特に勤務を命ぜられない限り、正規の勤務時間（勤務時間条

例第９条第１項に規定する正規の勤務時間をいう。以下同じ。）においても、勤務す

ることを要しない。

２ 前項の規定にかかわらず、別に指定する職員（次条第２項において「指定職員」と

いう。）にあっては、別段の命令がある場合を除いては、正規の勤務時間には休日で

あっても勤務しなければならない。

（休日の代休日の指定）

第６条 休日において、割り振られた勤務時間の全部について特に勤務することを命ず

る必要がある場合の当該休日に代わる日（次項において「代休日」という。）の指定

は、勤務時間条例第11条第１項及び勤務時間規則第10条に定めるところによる。

２ 所属長は、職員（指定職員を除く。）に代休日を指定する場合は、代休日指定簿（

別記様式第１号）により行うものとする。

（週休日の振替え及び４時間の勤務時間の割振り変更）

第７条 週休日において、特に勤務することを命ずる必要がある場合の週休日の振替え

（勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を勤務することを命

ずる必要がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）及び４時間の勤務時間の割振

り変更（４時間の勤務時間が割り振られている日以外の勤務日の勤務時間のうち４時

間の勤務時間を当該勤務日に割り振ることをやめて当該４時間の勤務時間を勤務する

ことを命ずる必要がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）は、勤務時間条例第

６条及び勤務時間規則第３条に定めるところによる。

２ 前項に規定する週休日の振替え及び４時間の勤務時間の割振り変更を行う者（以下

「変更権者」という。）は、次表の左欄に掲げる職員について、それぞれ右欄に掲げ

る者とする。

職 員 変 更 権 者

部長 本 部 長

警察学校長 警 務 部 長

首席監察官、参事官、課長、所長又は隊長（監察官、聴聞
部 長

官、調査官、交通管制官及び参事を含む。）



警察署長 警 察 署 長

その他の職員 所 属 長

３ 変更権者は、週休日の振替え及び４時間の勤務時間の割振りの変更を行うときは、

振替え及び割振りの変更に関する事項を週休日振替簿（別記様式第２号）により行う

ものとする。

（超過勤務又は休日勤務の命令）

第８条 所属長は、公務のため必要があるときは、職員に対し、超過勤務又は休日勤務

を命ずることができる。

２ 前項の勤務を命ずるときは、超過勤務、夜間勤務及び休日勤務命令簿（別記様式第

３号）又は呼出勤務命令簿（別記様式第４号）により行うものとする。

（超過勤務代休時間の指定）

第９条 勤務時間条例第９条の２第１項に規定する超過勤務代休時間（以下「超過勤務

代休時間」という。）の指定は、勤務時間規則第９条の２に定めるところによる。

２ 所属長は、職員に超過勤務代休時間を指定する場合は、超過勤務代休時間指定簿（

別記様式第５号）により行うものとする。

（勤務状況の管理）

第10条 所属長は、職員の勤務状況を適正に管理しなければならない。

（勤務管理責任者等の指定）

第11条 前条の勤務状況の管理に係る事務を行わせるため、それぞれの所属に勤務管理

責任者及び勤務管理補助者を置き、次の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる者を

もって充てる。

(1) 勤務管理責任者 所属の次席（次席の事務を取り扱う管理官を含む。）、副所長、

副隊長、副校長又は副署長

(2) 勤務管理補助者 次の区分に応じ、それぞれ次に定める者

ア 警察本部の所属及び警察学校 課長補佐又はこれに相当する者（課長補佐又は

これに相当する者を置かない場合は活動単位の長）

イ 警察署 課長

２ 前項に規定する場合のほか、活動単位の部署が２以上の事務室に分かれ、かつ、多

人数であるなどのため、１人の勤務管理補助者では毎日の出勤状況等の把握が困難な

場合は、事務室ごとに勤務管理補助者を置くことができる。

３ 勤務管理責任者及び勤務管理補助者は、職員の出勤状況等を把握し、これを勤務整



理簿（別記様式第６号）により記録するものとする。

（電磁的方法による命令、記録等）

第12条 この訓令の規定による命令、指定等における書面については、別に定めるとこ

ろにより、当該書面による命令、指定等に代えて電磁的方法をもって行うことができ

る。この場合においては、当該書面により命令、指定等が行われたものとみなす。

（会計年度任用職員の勤務時間等）

第13条 会計年度任用職員の勤務時間、休日及び休暇並びに勤務管理については、別に

定める。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成４年８月１日から施行する｡

（奈良県警察職員の自宅待機に関する訓令の一部改正）

２ 奈良県警察職員の自宅待機に関する訓令（昭和54年１月奈良県警察本部訓令第２号）

の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

（奈良県警察処務規程の一部改正）

３ 奈良県警察処務規程の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

４ 略

（奈良県警察本部当直規程の一部改正）

５ 奈良県警察本部当直規程（昭和42年１月奈良県警察本部訓令第２号）の一部を次の

ように改正する。

〔次のよう略〕

（奈良県警察文書規程の一部改正）

６ 奈良県警察文書規程（昭和43年12月奈良県警察本部訓令第22号）の一部を次のよう

に改正する。

〔次のよう略〕

（被疑者留置に関する訓令の一部改正）

７ 被疑者留置に関する訓令（平成３年11月奈良県警察本部訓令第17号）の一部を次の

ように改正する。

〔次のよう略〕

（奈良県警察遺失物取扱規程の一部改正）

８ 奈良県警察遺失物取扱規程（平成２年１月奈良県警察本部訓令第１号）の一部を次



のように改正する。

〔次のよう略〕

（奈良県警察機動捜査隊の運営に関する訓令の一部改正）

９ 奈良県警察機動捜査隊の運営に関する訓令（昭和57年３月奈良県警察本部訓令第４

号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

（奈良県外勤警察運営に関する訓令の一部改正）

10 奈良県外勤警察運営に関する訓令（平成元年９月奈良県警察本部訓令第11号）の一

部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

（奈良県警察無線電話及び無線自動車等運用規程の一部改正）

11 奈良県警察無線電話及び無線自動車等運用規程（昭和44年３月奈良県警察本部訓令

第２号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

（奈良県警察自動車警ら隊の運営に関する訓令の一部改正）

12 奈良県警察自動車警ら隊の運営に関する訓令（昭和44年３月奈良県警察本部訓令第

３号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

（奈良県警察鉄道警察隊の運営に関する訓令の一部改正）

13 奈良県警察鉄道警察隊の運営に関する訓令（昭和62年３月奈良県警察本部訓令第９

号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

（奈良県警察交通機動隊の運営に関する訓令）

14 奈良県警察交通機動隊の運営に関する訓令（昭和44年３月奈良県警察本部訓令第４

号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

（奈良県警察高速道路交通警察隊の運営に関する訓令の一部改正）

15 奈良県警察高速道路交通警察隊の運営に関する訓令（昭和52年１月奈良県警察本部

訓令第１号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう略〕

附 則 （平成４年９月22日本部訓令第25号）

この訓令は、平成４年９月22日から施行する｡

附 則 （平成５年３月15日本部訓令第６号）



この訓令は、平成５年３月17日から施行する｡

附 則 （平成６年３月15日本部訓令第５号）

この訓令は、平成６年４月１日から施行する｡

附 則 （平成６年３月31日本部訓令第８号）

この訓令は、平成６年４月１日から施行する｡

附 則 （平成７年２月24日本部訓令第４号）

この訓令は、平成７年３月３日から施行する｡

附 則 （平成７年４月７日本部訓令第12号）

この訓令は、平成７年４月７日から施行する｡

附 則 （平成７年12月７日本部訓令第32号）

この訓令は、平成７年12月７日から施行する｡

附 則 （平成９年８月28日本部訓令第12号）

この訓令は、平成９年８月28日から施行する｡

附 則 （平成10年３月19日本部訓令第７号）

この訓令は、平成10年３月25日から施行する｡

附 則 （平成10年11月27日本部訓令第17号）抄

（施行期日）

１ この訓令は、平成10年12月１日から施行する｡

附 則 （平成10年12月25日本部訓令第21号）

この訓令は、平成10年12月25日から施行する｡

附 則 （平成11年９月22日本部訓令第18号）抄

（施行期日）

１ この訓令は、平成11年10月１日から施行する｡

（経過措置）

２ この訓令による改正前の別記様式第５号の用紙で、現に使用中であるものについて

は、これを平成11年12月31日まで使用することができる。

附 則 （平成12年12月13日本部訓令第25号）

この訓令は、平成13年１月１日から施行する。

附 則 （平成13年３月22日本部訓令第３号）

この訓令は、平成13年３月26日から施行する｡〔以下略〕

附 則 （平成13年５月11日本部訓令第８号）

この訓令は、平成13年５月11日から施行する｡

附 則 （平成19年５月22日本部訓令第16号）



この訓令は、平成19年５月22日から施行する｡

附 則 （平成20年３月31日本部訓令第20号）

（施行期日）

１ この訓令は、平成20年４月１日から施行する｡

（経過措置）

２ この訓令による改正前の別記様式第３号の用紙で現に残存するものは、必要な改定

を加えた上、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （平成21年11月11日本部訓令第10号）

（施行期日）

１ この訓令は、平成21年12月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正前の訓令により作成された様式の用紙で、現に残存するものに

ついては、必要な改定を加えた上、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （平成22年３月31日本部訓令第10号）

この訓令は、平成22年４月１日から施行する｡

附 則 （平成23年２月15日本部訓令第３号）

この訓令は、平成23年２月26日から施行する。

附 則 （平成23年４月14日本部訓令第10号）

（施行期日）

１ この訓令は、平成23年５月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正前の訓令により作成された様式の用紙で、現に残存するものに

ついては、必要な改定を加えた上、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （平成28年２月19日本部訓令第４号）

この訓令は、平成28年２月29日から施行する。

附 則 （平成29年３月21日本部訓令第６号）

この訓令は、平成29年３月24日から施行する。

附 則 （平成30年３月14日本部訓令第３号）

この訓令は、平成30年３月23日から施行する。

附 則 （平成31年３月29日本部訓令第10号）

この訓令は、平成31年４月１日から施行する。

附 則 （平成31年３月29日本部訓令第11号）

この訓令は、平成31年４月１日から施行する。



附 則 （令和元年９月９日本部訓令第23号）

この訓令は、令和元年10月１日から施行する。

附 則 （令和２年３月10日本部訓令第４号）抄

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

附 則 （令和３年３月23日本部訓令第９号）

この訓令は、令和３年３月26日から施行する。

附 則 （令和４年３月24日本部訓令第６号）

この訓令は、令和４年３月25日から施行する。

附 則 （令和５年３月14日本部訓令第６号）

この訓令は、令和５年３月28日から施行する。



別表（第２条関係）

勤務制 職 員 の 範 囲 勤務時間の割振り 週 休 日

６
警察署に勤務する職員 ６週間ごとの期間につき勤 ６週間ごとの期

週
のうち６週間ごとの期 務日を30日とし、１日当た 間につき12日を

12
間につき７回の割合で り平均して７時間45分とな 別に定める基準

毎
休
当直勤務に従事する職 るように別に定める基準に により所属長が

制
員（交番所長を含み、 より所属長が定める。 定める｡

駐在所に勤務する警察

官を除く。）

日
７
警察署に勤務する職員 ７週間ごとの勤務につき勤 ７週間ごとの期

週
のうち７週間ごとの期 務日を35日とし、１日当た 間につき14日を

14
間につき７回の割合で り平均して７時間45分とな 別に定める基準

休
当直勤務に従事する職 るように別に定める基準に により所属長が

制
員（交番署長を含み、 より所属長が定める。 定める。

勤 駐在所に勤務する警察

官を除く。）

４
警察本部に勤務する職 ４週間ごとの期間につき勤 ４週間ごとの期

週
員（交替制勤務に従事 務日を20日とし、１日当た 間につき８日を

務
８
する者を除く｡)及び警 り平均して７時間45分とな 所属長が定める｡

休
察署に勤務する職員で るように別に定める基準に

制
交替制勤務又は当直勤 より所属長が定める。

務に従事しないもの

制 駐在所に勤務する警察 ４週間ごとの期間につき勤

駐 官 務日を20日とし、１日当た

在 り平均して７時間45分とな

所 るように所属長が定める。

勤 この場合において、所属長

務 は、１週間につき、４時間

制 の夜間警らを指定するもの

とする。

交 ６ 警察署に勤務する地域 ６週間ごとの期間につき、 ６週間ごとの期

替
週 警察官（幹部交番及び １の当番日について午前９ 間につき12日を

12 交番に勤務する警察官 時30分から翌日の午前９時 別に定める基準

制 休 を含み、当直勤務に従 30分までの間に15時間30分 により所属長が

制 事する者を除く。） とする当番日を14回、１日 定める。



当たり平均して７時間45分

とする日勤日を２回の割合

で別に定める基準により所

属長が定める。ただし、１

の当番日に３人以上の警察

官が勤務する交番等に勤務

する者で所属長が特に指定

したものの当番日の勤務時

間の割振りについては、午

前８時30分から翌日の午前

８時30分までの間に15時間

30分とする。

警務部情報管理課照会 ６週間ごとの期間につき、

センターに勤務する職 １の当番日について午前８

員 時30分から翌日の午前８時

30分までの間に15時間30分

生活安全部人身安全対 とする当番日を14回、１日

策課初動支援第一係、 当たり７時間45分とする日

初動支援第二係及び初 勤日を２回の割合で別に定

動支援第三係に勤務す める基準により所属長が定

る警察官 める。

生活安全部地域課自動

車警ら隊に勤務する警

察官

生活安全部通信指令課

に勤務する警察官

刑事部鑑識課機動鑑識



班に勤務する警察官

刑事部機動捜査隊に勤

務する警察官

交通部交通指導課交通

捜査支援係に勤務する

警察官

交通部高速道路交通警

察隊に勤務する警察官

警察署留置管理係看守

勤務員として勤務する

警察官

刑事部捜査第一課検視 ６週間ごとの期間につき、

官室に勤務する警察官 １の当番日について午前７

時00分から翌日の午前７時

00分までの間に15時間30分

とする当番日を14回、１日

当たり７時間45分とする日

勤日を２回の割合で別に定

める基準により所属長が定

める。

備考 警察署に勤務する職員のうち当直長として当直勤務に従事させる職員を本表に

定める割合以外の割合で当直勤務に従事させる必要があるときは、当該職員の勤務

時間の割振り及び週休日について警務部警務課長と協議するものとする。


















